
フロン対策の現状と展望

２００８年 ３月１１日
（社）日本冷凍空調工業会
専務理事 岸本哲郎

Copyright 2006 ＪＲＡＩＡ



空調の歴史

古代 天然氷、天然雪、水の蒸発潜熱利用

１８２４年 カルノーの冷凍理論
１８３４年 パーキンス エチルエーテル圧縮式冷凍機開発
１８６０年 カレ アンモニア・水吸収式冷凍機開発

１９０２年 キャリア 冷却減湿法考案１９０２年 キャリア 冷却減湿法考案
１９２１年 ターボ冷凍機開発
１９２６年 ボルディンのヒートポンプ式冷暖房提唱
１９３０年 フロンガス開発

家庭用エアコンの開発（ＳＯ２）

１９６０年 ヒートポンプ式空調機の商品化始まる
１９８０年 インバーターエアコン開発
１９８２年 ビルマルチエアコン発売
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業務用製品
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世界のエアコン需要 約6,700万台（2006年）

（世界的に拡大傾向）

出典： 日本冷凍空調工業会 「世界のエアコン需要推定」



環境問題の変遷

２０世紀後半

産業公害 都市型公害

２１世紀

地球温暖化問題地球温暖化問題

地域・部分から全地球規模

変化が緩やかで実感しにくい

地域対応では解決しない

処理技術では対応不可

供給側の解決が必要



日冷工の地球環境保護の理念と行動計画

・ ＨＦＣへの冷媒転換
・ ＨＦＣｓの責任ある使用

地球環境負荷を低減させる機器の開発と普及
環境保護と産業発展への貢献

・ ＨＦＣｓの責任ある使用
冷媒の回収
排出量の低減
ＬＣＣＰ評価指標

・ エネルギー消費効率改善
高効率機器の開発とエネルギー有効利用

・ 環境配慮設計
・ 自然冷媒、低ＧＷＰ冷媒機器の開発



オゾン層保護

地球温暖化防止

冷媒転換

冷媒排出量の削減

要求項目 行動指針

冷凍空調工業会としての環境への取り組み

フロンの責任ある使用

環境に対する
総影響度評価

省エネルギー化推進

冷媒回収の推進

３Ｒの推進

エネルギーと資源の有効利用



改正前の先進国の消費量削減 改正後の先進国の消費量前倒し

100% 100%

第19回モントリオール議定書締約国会合によるＨＣＦＣ前倒し

先進国のスケジュール
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改正前の途上国の消費量削減 改正後の途上国の消費量前倒し
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オゾン層保護 地球温暖化防止
モントリオール議定書（1988.9批
准）

京都議定書（2002.6批准）
特定フロン等（ＣＦＣ、ＨＣＦＣ等） 代替フロン等３ガス（ＨＦＣ、ＰＦＣ、ＳＦ６）

フロン類のオゾン層保護・地球温暖化防止施策全体像
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地球温暖化対策推進大
綱（2002.5）

特定フロン等の段
階的生産・輸入廃
止

製品からのフロン
類の回収

代替フロン等３ガス
の排出抑制

オゾン層保護法
（1988.5）

フロン回収破壊法
（2007.10改）

家電リサイクル法
（1998.10）

自動車リサイクル
法
（2005.1）

京都議定書目標達成計
画（2005.4）
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温室効果ガスの排出量
基準年（1990年）

（代替フロン等３ガスは1995年）
2006年度
（環境省速報値）

CO2
メタン
一酸化二窒素
代替フロン等３ガス
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SF6
96%
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総排出量 12億6100万トン 総排出量 13億4100万トン



京都議定書目標達成計画の閣議決定 （平成１７年４月）

●従来の地球温暖化防止行動計画（1990）、
地球温暖化対策 推進大綱（2002） を引き継ぐもの。

●経団連自主行動計画が見直され、追加対策が求められた。

☆業務用冷凍空調機器の冷媒回収率に関する目標が設定さ

フロン回収の推進
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☆ 業務用冷凍空調機器の冷媒の回収率を、
現行３割程度から６０％に倍増させること。
☆ 補充用冷媒の回収率の目標を３０％
☆ カーエアコンの冷媒の回収率を８０％ など
フロン回収破壊法の改正 ２００７年１０月施行

☆業務用冷凍空調機器の冷媒回収率に関する目標が設定さ
れた



日冷工の温暖化防止の取り組みの成果（１）

１ フロン回収推進

・冷媒回収推進・技術センター（ＲＲＣ） １９９３年設立冷媒回収推進 技術センタ （ＲＲＣ） １９９３年設立
冷媒回収技術者の育成

・フロン回収推進産業協議会(INFREP) ２００７年設立
フロン回収・排出抑制の支援



冷媒回収推進・技術センタ－（ＲＲＣ）冷媒回収推進・技術センタ－（ＲＲＣ）冷媒回収推進・技術センタ－（ＲＲＣ）冷媒回収推進・技術センタ－（ＲＲＣ）

•• ■共同事業として運営共同事業として運営

•• ・社団法人・社団法人 日本冷凍空調工業会日本冷凍空調工業会 （ＪＲＡＩＡ）（ＪＲＡＩＡ）

•• ・日本冷凍空調設備工業連合会（ＪＡＲＡＣ）・日本冷凍空調設備工業連合会（ＪＡＲＡＣ）

■発足発足
・１９９３年１０月１日・１９９３年１０月１日

（RRC：Refrigerants Recycling Promotion and Technology Center）

日本冷凍空調設備 業連合会（Ｊ ）日本冷凍空調設備 業連合会（Ｊ ）

•• ・日本フルオロカ－ボン協会（ＪＦＭＡ）・日本フルオロカ－ボン協会（ＪＦＭＡ）

■ＲＲＣの事業内容ＲＲＣの事業内容
・冷媒の大気放出防止、冷媒回収の重要性の普及啓発・冷媒の大気放出防止、冷媒回収の重要性の普及啓発
・回収技術者の育成及び回収事業所の資格登録・認定・回収技術者の育成及び回収事業所の資格登録・認定
・回収冷媒の分析･不純物除去及び再利用への技術確立・回収冷媒の分析･不純物除去及び再利用への技術確立
・冷媒再生事業所認定、蒸留再生技術研究、各技術基準策定・冷媒再生事業所認定、蒸留再生技術研究、各技術基準策定
・冷媒回収装置の性能規格・安全基準、回収容器標準化・冷媒回収装置の性能規格・安全基準、回収容器標準化



冷媒回収推進・技術センター（ＲＲＣ）の活動成果
（２００７年）

・冷媒回収技術者の登録 ５３８００人冷媒回収技術者 登録

・フロン回収事業所登録 ３１６０事業所

・冷媒回収量の確実な増加 ３６００トン



フロン回収推進の体制

フロン回収推進産業協議会(INFREP)

政府行政機関地方自治体

（２００７年４月設立）

関連業界団体

都道府県推進協議会

関連企業 ＩＮＦＲＥＰ



冷媒回収量の推移
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２ 省エネ性能の向上

・高効率機器の開発

日冷工の温暖化防止の取り組みの成果（２）

・家庭用エアコン・トップランナーの目標達成
９５年比 約４０％の省エネ達成
エネルギー起源ＣＯ２発生の大幅な改善
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日冷工の温暖化防止の取り組みの成果（３）

３ 自然冷媒機器の開発
・Ｃ０２給湯器（エコキュート）の商品化
（２００７年累計１００万台達成）（２００７年累計１００万台達成）
・ヒートポンプ技術により大幅なＣＯ２削減効果

４ 代替フロン転換により
オゾン層保護、温暖化防止に大きな成果



モントリオール議定書による成果（オゾン層保護）
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・ODP（オゾン層破壊係数）ベースで我が国は９９．３％を削減。

・先進国全体も９９％以上、途上国で６２％、世界計で９３％を削減。（消費＝生産＋輸入）

・ガス転換（ＣＦＣ→ＨＣＦＣ→ＨＦＣ）の効果は絶大。
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モントリオール議定書による成果（温暖化防止への貢献）
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・ ＣＯ２換算（ＧＷＰ：温暖化係数）ベースでみると、９２．６％、 ８．６３億㌧を削減。

・ 京都議定書対象６ガスの基準年合計排出量（１２．６１億㌧）の６８．４％に相当。

（CFC,HCFCに６ガスを加えた合計では３９．４％の削減に相当）

・ ＣＯ２換算でも、ガス転換（ＣＦＣ→ＨＣＦＣ→ＨＦＣ）の削減効果は極めて大きい
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諸外国の温室効果ガス（代替フロン等３ガス）排出状況
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・ 京都議定書対象６ガスのうち、代替フロン等３ガス（HFC、PFC、SF6）の排出量は、
世界合計で約１０％の増加。（代替フロン等３ガスの基準年９５年比２００３年値）
・ 我が国だけが４８％の削減を果たしている。

資料: UNFCCC。なお、ロシア、ポーランドにおいて、データがない年は、前年と同様と仮定
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２１世紀はエネルギーと環境の時代

ヒートポンプ技術で世界の温暖化防止に貢献

ま と め

・空調市場は世界的に拡大（国内市場は飽和）

・ヒートポンプ技術の応用製品の拡大ヒ トポンプ技術の応用製品の拡大
・機器の高効率化と普及促進によるＣＯ２排出削減
・フロン系冷媒の責任ある使用と回収の推進
・冷媒漏洩防止
・自然冷媒・低環境負荷冷媒を利用した機器の開発推進

・資源とエネルギーの有効利用
・エクセルギー的観点での対応
・都市廃熱利用システム等の開発・普及促進


